
日
立
関
連
職
場
で
集
め
た
２
０
１
８
年
春
闘
ア
ン
ケ
ー
ト

結
果
で
「
困
っ
て
い
る
こ
と
・
不
安
な
こ
と
」
の
１
位
は

「
低
賃
金
」
と
「
老
後
・
年
金
」
で
し
た
。

生
活
に
必
要
な
月
額
の
増
額
に
つ
い
て
、
３
万
円
以
上
の

回
答
者
は
76
％
で
、
増
額
の
加
重
平
均
は
３
万
５
２
６
３
円

で
し
た
。

電
機
連
合
が
実
施
し
た
「
処
遇
・
生
活
に
関
す
る
意
識
調

査
結
果
」
（
Ｈ
Ｉ
Ｔ
Ａ
Ｃ
Ｈ
Ｉ

Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ｎ
Ｏ
Ｗ

Ｎ
ｏ
．
１
１
４
６
）
の
結
果
に
は
「
仕
事
を
す
る
上
で
の
重

要
度
が
高
い
」
項
目
に
「
職
場
の
人
間
関
係
が
よ
い
こ
と
」

と
「
賃
金
が
安
定
し
て
い
る
こ
と
」
が
上
位
を
占
め
て
い
ま

す
。電

機
連
合
の
意
識
調
査
結

果
に
よ
る
「
仕
事
の
や
り
が

い
」
は
年
々
減
る
一
方
で
す

（
下
の
グ
ラ
フ
）
。

２
０
１
７
年
は
働
き
方
改

革
を
職
場
で
推
進
し
て
き
ま

し
た
が
、
や
り
が
い
が
増
え

る
な
ど
の
効
果
が
得
ら
れ
て

い
ま
せ
ん
。

安
倍
政
権
は
、
１
月
22
日
に
開
会
さ
れ
た
通
常
国
会
で
、

労
働
基
準
法
や
労
働
契
約
法
な
ど
８
本
の
法
律
の
改
定
案
を

提
出
、
成
立
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
法
案
に
対
し
て
す
べ
て

の
労
働
団
体
や
全
国
過
労
死
を
考
え
る
家
族
の
会
、
弁
護
士

団
体
な
ど
広
範
な
団
体
が
法
案
に
反
対
し
て
い
ま
す
。
日
本

弁
護
士
連
合
会
は
「
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
労
働

基
準
法
の
一
部
改
正
案
の
国
会
提
出
に
反
対
す
る
会
長
声
明
」

で
「
（
法
案
は
）
長
時
間
労
働
を
助
長
し
か
ね
な
い
内
容
を

含
む
も
の
で
あ
り
、
労
働
者
の
命
と
健
康
の
保
持
の
視
点
か

ら
す
れ
ば
、
こ
れ
を
そ
の
ま
ま
法
制
化
す
べ
き
で
は
な
い
」

と
発
表
し
て
い
ま
す
。

真
の
働
き
方
改
革
は
、
賃
上
げ
と
長

時
間
労
働
の
規
制
を
同
時
に
行
う
こ
と

で
す
。

過
去
の
春
闘
を
振
り
返
る
と
、
14
年

は
４
千
円
要
求
に
対
し
２
千
円
の
回
答
、

15
年
は
６
千
円
要
求
に
対
し
３
千
円
の

回
答
、
16
年
春
闘
は
３
千
円
を
要
求
し

１
５
０
０
円
の
回
答
、
17
年
は
３
千
円

を
要
求
し
回

答
は
半
分
に

も
満
た
な
い

千
円
で
し
た
。

電
機
連
合

が
要
求
し
て

い
る
３
千
円

と
い
う
額
は
、

職
場
の
声
を

反
映
し
た
額

と
は
到
底
言

え
ま
せ
ん
。

ま
た
経
団

連
は
春
闘
指
針
で
「
賃
上
げ
へ
の
社
会
的

関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
」
、
「
月
例
賃
金

に
お
い
て
（
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
＋
定
期
昇
給

等
で
）
３
％
の
引
き
上
げ
を
」
と
指
針
を

出
し
て
お
り
（
朝
日
新
聞
17
年
12
月
21
日

付
）
、
賃
上
げ
の
声
を
無
視
で
き
な
い
状

況
と
は
言
え
ま
す
が
、
３
％
で
は
到
底
賃

上
げ
を
実
感
出
来
る
額
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

「
賃
上
げ
の
社
会
的
」
要
求
額
を
大
幅
に

上
げ
る
努
力
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
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または、左記の「もよりの連絡先」へ

働 き が い の あ る 人 間 ら し い 仕 事 を

賃金を上げて、働きがいも向上させよう！
困
っ
て
い
る
事
の
１
位
は

「
低
賃
金
」
と
「
老
後
・
年
金
」

重
要
な
の
は
「
職
場
の
人
間
関
係
」

と
「
賃
金
の
安
定
」

働
き
方
改
革
を
進
め
て
も
仕
事
の

や
り
が
い
は
年
々
減
る
一
方

や
り
が
い
を
向
上
さ
せ
る
真
の

働
き
方
改
革
は

賃
上
げ
と
長
時
間
労
働
の
規
制

生活に必要な増額

18
春
闘
、
電
機
連
合
の

要
求
額
「
３
千
円
」
で

は
少
な
す
ぎ
る
！

仕事のやりがい

過去4年間の要求額と回答額

困っていること



日立は「構造改革」で、日立物流、日立キャ

ピタル、日立工機、日立マクセル、日立セキュ

リティサービス、日立国際電気、日立アプラ

イアンスの当時の空調部門など国内グループ

企業の売却や連結切り離しを進めながら、一

方で、テンプル社(英／昇降機事業）、サル

エアー社（米／空気圧縮機事業）、アンサル

ドＳＴＳ社（伊／鉄道車両・信号事業）、ク

ルトアンドクルト社（トルコ/医療関連事業）、

Bradken社（豪／鉱業及びインフラ産業向

け鋳造部品の製造・販売事業）など海外企業

を次々と買収してきました。

日立は「２０１８年中期経営計画」で、営

業利益率８％超、純利益,４，０００億円超

を目指す方針で、低収益事業や「ＩｏＴ事業」

と関連が薄い「非中核」事業を整理して事業

売却や連結切り離しを行い、売却の原資を

「中核」事業の海外事業拡大と事業成長の投

資に振り向けて、総額１兆円を海外のＭ＆Ａ

（企業の合併・買収）に費やすとしています。

その中で…、、、

日立アプライアンスの空調事業を切り離し

て、米国ジョンソンコントロール社（ＪＣ）

と合併（出資ＪＣ60％、日立40％）して設

立した日立ジョンソンコントロールズ空調

（ＪＣＨ）では、大型冷凍機事業のリストラ

により土浦事業所閉鎖が発表されました。

一方、日立が中核事業と位置付けているヘ

ルスケア事業でも、ヘルスケア関連事業（医

療機器事業の保守サービス事業、営業・サー

ビス支援部門事業及び電子カルテ事業）を日

立本体から切り離して子会社の日立メディカ

ルコンピュータに統合させる事業再編（日立

本体750人が異動）を発表しました。

「構造改革」で「非中核」の事業を切り離

し、必要な事業・技術は企業買収で対応して

おり、日立の技術力は衰退の一途です。

また、事業再編には必ず配置転換やリスト

ラ・人員削減が伴い、雇用や生活の安心・安

定に大きな影響を与え職場も疲弊します。

日立は利益第一の「リストラ経営」から脱

却すべきです。そして、社員・地域を大切に

し、よりよい技術を生み出して売上を伸ばし、

その上で利益を上げる持続可能な経営をめざ

すべきです。

家
賃
補
助
が
な
く
な
る
ま
で
残
り
数
年
だ
が
、

都
心
部
の
地
価
が
高
騰
し
て
い
て
持
ち
家
は
は

る
か
に
遠
い
。
社
宅
を
廃
止
し
、
家
賃
補
助
の

支
給
年
齢
を
下
げ
ら
れ
、
非
常
に
心
痛
い
。

（
日
立
シ
ス
テ
ム
ズ
）

給
与
が
減
っ
て
も
雇
用
だ
け
は
死
守
し
て
ほ

し
い
。
未
払
い
残
業
は
半
年
前
ま
で
あ
っ
た
が

改
善
さ
れ
た
。

（
関
西

日
立
）

所
員
と
同
じ
仕
事
を
し
て
も
１
５
０
万
/
年

収
入
が
異
な
る
。
子
供
の
教
育
費
な
ど
出
費
が

増
え
て
も
賃
金
が
増
え
ず
、
毎
年
赤
字
で
す
。

（
日
立
Ｉ
Ｃ
Ｔ
ビ
ジ
ネ
ス
）

派
遣
で
時
給
制
な
の
で
、
休
み
が
多
い
と
生

活
が
と
て
も
苦
し
い
。
正
社
員
は
、
ボ
ー
ナ
ス

も
福
利
厚
生
も
充
実
し
て
い
て
、
喜
ん
で
い
る

模
様
。
正
社
員
、
非
正
規
で
大
き
な
格
差
を
感

じ
る
。
派
遣
は
、
い
つ
ク
ビ
に
な
る
か
分
か
ら

な
い
。
結
果
、
会
社
で
は
小
さ
く
な
っ
て
い
る
。

（
大
み
か

日
立
）

早
期
退
職
応
募
可
能
者
に
「
選
ば
れ
」
５
回

以
上
に
及
ぶ
面
談
で
も
応
募
し
な
か
っ
た
と
こ

ろ
職
場
を
異
動
さ
れ
ま
し
た
。
積
年
の
ス
キ
ル

は
全
く
用
の
な
い
状
況
で
す
。
私
が
こ
の
よ
う

な
使
わ
れ
方
を
さ
れ
て
い
る
の
を
一
例
と
す
る

と
、
会
社
の
将
来
は
暗
い
と
思
わ
ざ
る
を
得
ま

せ
ん
。

（
ビ
ア
メ
カ
ニ
ク
ス
）

生
産
現
場
が
子
会
社
や
関
連
会
社
へ
移
り
物

作
り
が
出
来
な
く
な
る
の
で
は
？
と
思
う
。
物

作
り
が
出
来
な
い
（
技
術
の
根
本
が
判
ら
な
い
）

中
で
Ｉ
ｏ
Ｔ
や
自
動
運
転
が
実
現
出
来
る
の
か

疑
問
に
思
う
。

（
秋
葉
原

日
立
）

働
き
方
改
革
と
言
う
名
の
サ
ー

ビ
ス
残
業
が
流
行
っ
て
い
る
。

有
休
消
化
の
た
め
、
子
育
て
で

休
む
と
休
み
過
ぎ
と
言
わ
れ
る
。

休
み
づ
ら
く
子
育
て
し
づ
ら
い
。

（
日
立
産
業
制
御
ソ
ニ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
）

今
の
と
こ
ろ
は
変
わ
り
な
い
が
、
ブ
ラ
ン
ド

が
変
わ
っ
て
か
ら
が
ど
う
な
る
か
不
安
だ

（
日
立
工
機
）

Ｈ
Ｂ
Ｓ
は
、
電
車
の
延
着
で
の
遅
刻
で
、
給

料
が
マ
イ
ナ
ス
さ
れ
る
。
結
果
、
車
内
で
急
病

人
が
発
生
し
て
も
無
視
す
る
人
が
多
い
と
思
う
。

こ
の
よ
う
な
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
で
は
な
く
、
社
員

と
会
社
が
「
Ｗ
ｉ
ｎ
ー
Ｗ
ｉ
ｎ
」
の
関
係
に
な
っ

て
ほ
し
い
。

（
関
西

Ｈ
Ｂ
Ｓ
）

野
党
の
結
集
力
を
実
現
し
た
立
憲
民
主
党
、

期
待
で
き
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
支
持
政
党

を
明
確
に
し
て
我
々
の
代
表
者
を
立
て
て
皆
で

支
援
し
て
い
く
べ
き
と
考
え
ま
す
。（

日
立
超
Ｌ
）

賃
上
げ
を
実
現
し
て
こ
そ
景
気
回
復
す
る
チ
ャ

ン
ス
と
書
い
て
お
り
ま
し
た
が
賃
金
を
上
げ
る

事
で
景
気
が
回
復
す
る
と
は
思
え
ま
せ
ん
。
む

し
ろ
企
業
へ
の
税
金
を
減
ら
し
世
界
競
争
力
を

上
げ
る
事
が
景
気
を
回
復
す
る
と
思
い
ま
す
。

（
日
立
ド
キ
ュ
メ
ン
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
）

工
場
の
非
生
産
ラ
イ
ン
で
働
き
な
が
ら
、
守

衛
に
見
下
さ
れ
て
い
ま
す
。
係
長
が
私
情
を
優

先
し
、
新
人
を
次
々
に
ダ
メ
に
し
、
自
分
に
従

順
な
人
間
ば
か
り
育
て
ま
す
。
や
る
気
、
技
術
、

知
識
、
何
も
か
も
足
り
ま
せ
ん
。
一
部
の
人
に

負
担
に
な
る
一
方
、
人
的
補
強
は
さ
れ
ま
せ
ん
。

嗚
呼
、
会
社
や
め
た
い
。

（
日
立
Ｈ
Ｔ
）

期
間
社
員
か
ら
請
負
社
員
に

な
ら
さ
れ
、
ボ
ー
ナ
ス
が
減
り
、

年
収
が
下
が
っ
た
。
一
方
、
主

任
は
毎
月
残
業
70
時
間
以
上
。
用
も
な
く
残
業

し
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
。
そ
れ
で
い
い
の
か
？

（
日
立
Ｊ
Ｃ
空
調
）

年
功
序
列
の
給
与
体
系
に
戻
し
て
ほ
し
い
。

（
シ
ス
テ
ム

日
立
）

『～検査と設計が一体となって良い製品を～』
神戸製鋼や日産自動車、三菱マテリアル、東レ等で明らかに

なった無資格検査やデータ改ざんは、日立グループや製造業全体に大きな

影響をもたらしている。また、2017年11月30日に、笹子トンネルの天井板

落下事故の責任を問われ、中日本高速道路の元社長や専務らが書類送検された。2

012年に発生したこの事故は、ずさんな施工やそれを見抜けなかった検査によって、

９人の死者を出している。悔やんでも悔やみきれない事態だ。ずさんな検査を行っ

た各社は、検査業務には大きな責任があることを再度認識して頂きたい。一方で、

トンネル天井板落下事故はそもそもの設計段階で検査が難しくなっていた、と指

摘されている。往往にして、検査業務は設計業務の下請けと思われがちだが、設

計段階から検査側の意見を加味することができたならば、この事故は防げたので

はないかと思っている。今回ずさんな検査を横行した各社でも、日本のモノづく

りを担う会社として、検査と設計が一体となって良い製品を作って欲しい。

投
稿
歓
迎

「２０１８年中期経営計画」で止まらない「構造改革」

「非中核」事業は売却「中核」事業は買収


